
各提案は、原則、各ＷＧ又はアジア経済戦略・金融等の各分野においてその取扱いを検討した。

（ただし、別紙１～別紙４は未検討）

農林 地域

大上 産業遺産の世界遺産登録に係る文化財保護法中心主義の廃止 ○

地域公共交通の整備・改善に資する「交通基本法」の制定と新たな
財源措置の設定

○

産業振興のための補助金は原則廃止して、出資金として振興を行
う

○

自動車から海運、鉄道へモーダルシフトを促す為の、総合的な規
制・制度改革

○

在留資格「投資経営」取得に係る要件緩和 ○

インターリージョナル（国際地域間連携）協力機関の設立 【別紙１】

職業紹介事業に対する規制の見直し 【別紙２】

正規雇用を前提とした規制から、正規雇用・非正規雇用の共存を前
提とした規制への転換（労働行政の構造的転換）

【別紙３】

航空管制の民営化（もしくは公的エージェンシー化）に関する各種規
制の撤廃

○

大室 区分所有法における一括建替え要件の緩和 ○

公共貢献に対するインセンティブ拡充 ○

公的不動産、インフラ施設等の整備・更新に民間資金を活用可能に
する制度の整備

○

借地借家法における正当事由制度の見直し ○

保険外併用療法（混合診療）の範囲拡大
閣議決定
済

民生部門のＣＯ２排出量削減に向けた「見える化」促進支援制度の
導入

○

老朽化建築物等の建替えに資する容積率の緩和 ○

年金脱退一時金制度の見直し ○

文部科学省共済組合のホームページの英語対応 ○

立替旅費の払い戻しに対する非課税化 ○

高度外国人材が、両親を帯同することができる制度の整備 ○

入管の出張窓口の増加 ○

高度外国人材の受入環境整備①（教育） ○

高度外国人材の受入環境整備②（住宅） ○

高度外国人材の受入環境整備③（手続きのワンストップ化） ○

グリ
ーン

ライフ

農林・
地域活性化

人材
物流・
運輸

金融 IT
住宅・
土地

分科会委員提案の取組状況

委員氏名 提案事項

ＷＧ アジア経済戦略・金融等の分野

その他

資料４



農林 地域

グリ
ーン

ライフ

農林・
地域活性化

人材
物流・
運輸

金融 IT
住宅・
土地

委員氏名 提案事項

ＷＧ アジア経済戦略・金融等の分野

その他

翁 医療法人におけるガバナンスの柔軟化に向けた規制の見直し ○

医療法人の私的整理容易化に向けた規制の見直し ○

医療法人における組織再編の円滑化に向けた規制の見直し ○

安心こども基金の補助対象範囲の拡大 ○

保育所に対する第三者評価制度の在り方の検討 ○

放課後児童サービスの更なる充実 ○

黒岩
医師不足解消のための教育規制改革（特色ある新設医学部の設
立）

○

医師不足解消のための教育規制改革（歯科医から麻酔科医への道
を拓く）

○

救急救命士の職域拡大 ○

地域主権の医療 ○

医療ツーリズムに対応するための諸改革（外国人医師・外国人看護
師の受け入れ・地域ベッド規制の緩和・未承認薬の使用）特区での
対応を検討

○

中条 本邦航空事業者に対する外資規制の見直し ○

空港と管制の独立採算化・民営化 ○

空港使用料の自由化・市場化と航空機燃料税の廃止 ○

空港発着枠の自由化・市場化 ○

水先制度の改革 ○

電気通信分野におけるユニバーサルサービスの考え方の基本的
転換

○

航空協定の多国間化 ○

離島航空・離島航路に対する補助制度の改革 ○

高速道路料金に対する規制緩和 ○

需要に対応した空港発着枠の確保、国際線発着枠の用意、ターミ
ナル容量の整備（主として羽田空港）

○

空港騒音規制・騒音対策の見直し（運用時間、飛行空域、
ジェット機枠等に関する制限の緩和・撤廃等）

○

国内航空運賃におけるマッチング規制の廃止等の自由化の徹底 ○

米国、欧州等先進国との航空機材、乗員資格に関する相互承認の
推進およびそれに対応した整備基準の緩和

○

土屋 医療法人の連携促進に向けた規制の見直し ○

新浪
国民の利便性を高めるための医薬品販売規制の見直し（薬剤師・
登録販売者の常駐義務、対面販売の解釈の見直し）

○

農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整
備　農業生産法人の要件（資本、事業、役員）の更なる緩和

○

農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整
備　認定農業者の制度について

○



農林 地域

グリ
ーン

ライフ

農林・
地域活性化

人材
物流・
運輸

金融 IT
住宅・
土地

委員氏名 提案事項

ＷＧ アジア経済戦略・金融等の分野

その他

新浪
（続き）

農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整
備　農地流動化の促進

○

農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整
備　農産物輸出事業促進について

○

農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整
備　農協からの信用・共済事業の分離

○

電気系統における「1構内1需要場所」規制の緩和　（ＥＶ充電設備に
おける「1構内複数需要場所」の認可）

○

研修・技能実習制度の適用職種拡大、及び期限後の（準）高度人材
としての雇用を可とする。

○

渡邊 大規模商業施設の出店規制、商業施設の規制の強化 ○

PPP/PFI制度の積極的な活用 ①公物管理権の民間開放 ②入
札制度の見直し ③スポンサーによる株式譲渡の自由の許容
④民間による官の人材の活用制度の創設

○

工場立地法における緑地の規制の緩和 ○

工場建替え時の建築許可の短期化等 ○

着地型観光参加者の交通機関等の手配についての旅行業法第3
種旅行業者の適用除外

○

輸出物品販売場制度における免税拡大 ○

農業生産法人要件（構成員、事業、業務執行役員）の緩和 ○

酒類卸売業免許の取得要件の緩和 ○

医療分野等の外国人経営者、研究者、技術者等の家族へのビザ
規制緩和

○

外国人ビザの要件緩和 ○

少子化対策 ①保育に欠ける要件の見直し ②保育所設置基準
の緩和 ③社会福祉法人以外の事業者に対する社会福祉法人会
計基準の適用の廃止　④保育所施設整備費の補助要件の緩和

○

ジョブ・カード制度有期実習型訓練の訓練対象者要件の見直し 【別紙４】



 

 

検討項目 委員提案シート 

（様式） 

 

規制改革事項 

 

（必須） 

インターリージョナル（国際地域間連携）協力機関の設立 

規制の概要・

根拠法令 

 

（必須） 

【概要】 

●日韓を含めたアジアでの FTA などを見据え、北九州市が主導

する環黄海ＥＰＡアクションや、国境を接する都市である福

岡・釜山を先行的な取り組みとして、地域での経済連携を進め

る。 

●更には、日本における各地域と諸外国（例えば、カメルーン

と大分県の交流を良い例として、日本の地域と外国の連携を進

める）の連携を、より戦略的に進めて行くことには意義がある

が、現時点でそのような取り組みを国家戦略として進めて行く

ために必要な、法律がない。また、組織に関しても、国際交流

基金、ＪＮＴＯ、ＪＥＴＲＯ、大使館や各地域の在外公館が一

体的に取り組みを推進する体制がない。 

●推進組織として、両国及び自治体の取り組みを推進する組織

を日本として設立する。その上で、福岡市と釜山市であれば、

日韓両政府や両自治体で構成されるインターリージョナル協力

組織を傘下に設立し、規制緩和などに関した両地域間の調整機

能を担うほか、両地域で協力する事業の企画や事業の実施、国

や自治体から権限委譲を受けた業務等を行う。 

【根拠法令】 

●既存の法令が無いため、新規立法措置を講ずる。 

規 制 改 革 要

望・賛成の意

見等 

（必須） 

●国境を越えた経済圏を目指す福岡-釜山間は、地域間でのＦＴ

Ａが現実的なほど、多様な交流が盛んであり、こういった地区

を、アジアの活力を取り込む足がかりとしていくためには、全

国画一的なビザ緩和などの規制緩和だけでは、不十分である。

●国境を越えた経済圏形成には、言語や文化、商慣習の差異に

よる各種バリアの撤去や、交通・通信などのインフラ整備のほ

か、投資の促進、産業連携の促進が課題となっている。 

●これらは国を超えた取り組みであり、規制緩和や基盤整備な

【別紙１】



 

 

ど国の役割も大きいため、国と地方一体となった取り組みが必

要である。 

要望具体例、

経済効果等 

●交流が活発な福岡市、釜山市において、産学官民が一体とな

って国境を越えた経済圏形成に向けた取り組みが既に行なわれ

ている。 

●この枠組みをベースにして、韓国政府とも協力し、両国両地

域間においての規制緩和の検討や必要な法的措置を進める。 

●福岡・釜山を先導的な核とすることで、日本全体としての経

済連携の円滑な滑り出しを図り、将来、成長著しい中国の沿岸

部などを取り込んでいく。 

 



 

 

検討項目 委員提案シート 

（様式） 

 

規制改革事項 

 

（必須） 

１．職業紹介事業に対する規制の見直し 

規制の概要・根

拠法令 

 

（必須） 

【概要】 

・現在の高い失業率は、必ずしも景気要因だけでなく、労働市場におけ

るミスマッチ要因が大きい。失業した個人が、独力で、広大な労働市場

の中で自分にマッチした仕事を見出し、なおかつ就職することは極めて

困難であるのが実状である。個人と労働市場を仲介する事業については、

求人側（主に企業）から手数料をとる事業は認められているが、求職側

（個人）から手数料をとる事業は認められていない。 

【根拠法令】 

・ 職業安定法第 32 条、33 条 

・ 職業紹介事業の業務運営要領 

規制改革要望・

賛成の意見等 

（必須） 

・職業紹介事業を民間に開放し、「（求職者向け）就職支援事業業界」を

創造し、民間の自由競争により、個人の就職機会を増大させる就職支援

サービスを一般化させることが求められる。 

・労働市場を活性化するためには、金融市場・株式市場・不動産市場と

同様に、仲介者事業の民間開放を認めるべきである。 

・あらゆる市場変化のスピードが加速していく状況においては、企業寿

命や事業寿命は、ますます短命化することが想定されるので、個人の労

働寿命の長さ（40 年～50 年）を前提としたときには、一企業内の雇用の

安定だけを求めるのではなく、労働市場全体の中で、個人が、企業間を

ダイナミックに移動し、移動することによって雇用の安定を促し、キャ

リアアップできるような労働行政が求められていく。 

 

要望具体例、経

済効果等 

・失業率の低下が期待できる。 

・民間の自由競争により、個人に対する就職支援サービスが、単なるマ

ッチング支援だけでなく、個々のマッチング度を高めるための職業能力

向上支援サービスに拡大していくことが想定され、労働市場内の労働力

移動の円滑化が進み、雇用機会の拡大と同時に、産業界が求める人材育

成に寄与し、労働市場全体の生産性向上が期待できる。 
 

【別紙２】



 

 

検討項目 委員提案シート 

（様式） 

 

規制改革事項 

 

（必須） 

正規雇用を前提とした規制から、正規雇用・非正規雇用の共存を前提と

した規制への転換（労働行政の構造的転換） 

規制の概要・根

拠法令 

 

（必須） 

【概要】 

・現在の労働法は、正規雇用を前提とした法体系となっており、非正規

雇用を十分に包含した法体系になっていない。その最たる事例が、派遣

法である。派遣労働を、正規雇用に対する臨時的・一時的雇用として位

置づけているがゆえに、期間制限や職種制限等のさまざまな規制を行い、

雇用者側にとっても被雇用者側にとっても、雇用の選択肢を狭め、結果

的に雇用機会を減少させる結果となっている。 

【根拠法令】 

・派遣法の条文に、労働者派遣を臨時的・一時的雇用とは明記されてい

ないが、厚生労働省が公開している業務要領や通達内に、「臨時的・一時

的な労働力の適正・迅速な需給調整のために行なう労働者派遣」との記

載が散見される。 

規制改革要望・

賛成の意見等 

（必須） 

・現在、国会にて継続審議されているような規制強化がなされた場合は、

さらに雇用機会を減少させ、同時に企業は海外に労働力を求める結果が

想定され、結果として国内労働市場の縮小をもたらすことが大いに懸念

される。 

・派遣労働者の権利が蹂躙されているような違法事案対策を、派遣法そ

のものの運用規制強化で行なっていく方向は、上記のように労働市場を

縮小させるリスクが大きい。そうではなく、違法業者に対する罰則規定

を強化する規制強化の方が、実効性が高い。 

要望具体例、経

済効果等 

・上記概要に即して、雇用の多様化（正規雇用と非正規雇用の共存）を

前提として、派遣法においては、期間制限や職種制限に対する規制を緩

和することが、雇用機会と雇用の選択肢を増やすとともに、市場変化に

対して弾力的な労働市場の形成につながり、労働市場全体で雇用の安定

度を高めることが期待できる。 

 

 

【別紙３】



 

 

検討項目 委員提案シート 

（様式） 

 

規制改革事項 

 

（必須） 

ジョブ・カード制度有期実習型訓練の訓練対象者要件の見直し

規制の概要・

根拠法令 

 

（必須） 

【概要】 

学卒後すぐに利用できないため、暗にジョブ・カード制度普及

の妨げになっていると考える。 

【根拠法令】 

職業能力開発促進法等 

規 制 改 革 要

望・賛成の意

見等 

（必須） 

ジョブ・カード制度に関して、対象有期実習型訓練について、

訓練対象者として「学卒後 6 ヶ月以内の者を除く」となってお

り、より一層のジョブ・カード制度普及のためにも、この「学

卒後 6 ヶ月以内の者を除く」という条件を撤廃・もしくは緩和

願いたい。 

要望具体例、

経済効果等 

新卒者を採用したい中小企業の人材確保支援のためにもお願い

したい。 

 

【別紙４】


